
     

国 会 公 契 第 3 3 号 

国 官 技 第 2 2 6 号 

国 営 管 第 4 9 5 号 

国 営 計 第 1 4 1 号 

国 北 予 第 4 1 号 

国 港 総 第 4 8 6 号 

国 港 技 第 5 9 号 

令和３年 1 2月 1 0日 

 

大臣官房官庁営繕部 管理課契約事務改善推進官 殿 

        整備課特別整備室官庁施設防災対策官 殿 

各地方整備局 総 務 部 契 約 管 理 官 殿 

企画部技術調整管理官 殿 

営 繕 調 査 官 殿 

港湾空港部事業計画官 殿 

北海道開発局 事業振興部工事管理課長 殿 

営 繕 品 質 調 査 官 殿 

 

大 臣 官 房 会 計 課 公 共 工 事 契 約 指 導 室 長 

大臣官房技術調査課建設システム管理企画室長 

大臣官房官庁営繕部管理課契約事務改善推進官 

大臣官房官庁営繕部計画課営繕計画調整官 

港 湾 局 総 務 課 調 整 官 

港 湾 局 技 術 企 画 課 建 設 企 画 室 長 

北 海 道 局 予 算 課 長 

 

 

「請負代金内訳書に明示される法定福利費の 

適切な支払いのための取組について」の一部改正について 

 

 

工事請負契約書第３条に基づく請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）にお

ける法定福利費の明示に関し、受注者から下請負人に対して、社会保険の加入に必

要な法定福利費が適切に支払われるための取組については、「請負代金内訳書に明

示される法定福利費の適切な支払いのための取組について」（平成30年５月31日付

け国地契第５号、国官技第53号、国営計第16号、国北予第４号、国港総第116号、国

港技第21号。以下「５月31日通達」という。）等により実施しているところであ

る。今般、「請負代金内訳書における法定福利費の明示による法定福利費の適切な



     

支払いのための取組について」（令和３年12月１日付け総行行第419号・国不入企第

33号）を受け、法定福利費の適切な支払いのための取組について、建設業許可部局

との連携に必要な措置を加えるため、５月31日通達の一部を下記のとおり改正する

こととし、令和３年12月10日以降に入札契約手続を開始する工事から適用する。な

お、改正後の５月31日通達は、大臣官房官庁営繕部にも適用する。 

 

記 

 

１． ５月31日通達記３．を次のように改める。 

 

３．当面の間、上記２．により確認を行った工事については、四半期毎に、別添

の様式に必要事項を記載した上で、本省会計課公共工事契約指導室又は港湾局総

務課（本省官庁営繕部にあっては、官庁営繕部管理課）に提出するとともに、各

地方整備局建政部建設産業課又は北海道開発局事業振興部建設産業課（本省官庁

営繕部にあっては、不動産・建設経済局建設業課）にも同様式を提出すること。 

 

２． 様式を別添のとおり改める。 

 



当該四半期全体の契約件数 （件）

（単位：円）

工事名
【予定価格に占める法定福利費の概算額
/請負代金内訳書に記載された法定福利費

(%)が著しく低いもの（50％以下が目安）について記載】

予定価格
（税抜）

予定価格に含まれる
法定福利費の概算額

契約金額
（税抜）

請負代金内訳書に記載
された法定福利費の額

受注者が当初記載した額が確認により
変更された場合には、変更後の法定福利費の額
（工事開始後の契約変更に伴うものは除く。）

受注者による確認を経
てもなお50％（目安）を

下回る場合に
「✓」を記載
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請負代金内訳書調査票
別添
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